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平成２０年１２月５日 
内 閣 府 (防 災 担 当 ) 

 

 

 

 中央防災会議「東南海、南海地震等に関する専門調査会」（座長：土岐 憲三 立

命館大学教授）では、中部圏・近畿圏における内陸直下で発生する地震への防災

対策について検討を進めてきました。 

 

 これまで、想定される震度や被害想定結果を公表してきましたが※1、それらを

踏まえた被害軽減対策について検討を重ね、このたび、中部圏・近畿圏の内陸地

震に関する専門調査会報告としてとりまとめました。被害軽減対策の主な内容は

下記のとおりです。 

 

 今後、本報告を踏まえ、予防対策から応急対策、復旧･復興対策までを含んだ

総合防災対策のマスタープランである地震対策大綱を策定する予定です。 

 

 

主な被害軽減対策 
 

１．膨大な被害への対応 

 膨大な人的・物的被害の発生が予測されていることから、建築物の耐震化、火

災対策等の予防対策、救助・救命体制の充実等の応急対策、災害後の復旧・復興

対策、避難者・帰宅困難者等への対策等の備えを計画的・戦略的に進め、地震に

強いまちの形成を図る。 

  ←上町（うえまち）断層帯の地震で、大阪府を中心に建物全壊約 97 万棟※2、死者数約 4 万 2

千人※3、被害額約 74 兆円※2、猿投-高浜（さなげ-たかはま）断層帯の地震で、愛知県を中

心に建物全壊約 30 万棟※2、死者数約 1 万 1 千人※3、被害額約 33 兆円※2など、膨大な被害

の発生を想定。 

 

２．木造住宅密集市街地の防災対策の推進 

 近畿圏及び中部圏の大都市部では、木造住宅密集市街地の集積度が高い場所が

多く、特に大阪市内は、耐震性の低い古い木造住宅の密集度が全国トップクラス

であり、揺れや火災による建物被害、人的被害が発生しやすいことから、市街地

の再開発や土地区画整理事業等による面的整備、沿道建築物の重点的な不燃化等

を進める。 

 ←重点密集市街地※4 が存在する市区町において、昭和 55 年以前の木造住宅密度が高い上位

10 市区のうち、8地区が大阪市内の区である（住宅・土地統計調査(H15)より。内閣府調べ）。 

中部圏・近畿圏の内陸地震に関する報告の公表について 
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３．文化遺産の被害軽減 

 地震により多くの文化遺産が被災する可能性があることから、貴重な文化遺産

を守るため、文化遺産の耐震化や消火設備等の整備に加え、周辺からの延焼によ

る焼失を防ぐため、地域全体の防災力向上を目指す。 

 ←例えば、花折断層帯の地震では、京都を中心に約 50 件の国宝（建造物）（全国の約 1/4 に

相当）が、生駒断層帯の地震では、奈良を中心に約 60 件の国宝（建造物）（同約 1/4）が、

それぞれ震度 6強以上の揺れ又は一般の建物の焼失があるメッシュに所在。 

 

４．地下街、高層ビル、ターミナル駅等の安全確保 

 名古屋や大阪の中心市街地に分布する大規模な地下街、高層ビル、ターミナル

駅等では、膨大な数の人が滞留していることから、施設被害に伴う多数の死傷者

やパニックが発生しないよう、施設の耐震化、出火防止対策、落下物防止対策を

促進する。また、揺れによる破損や停電等によりエレベータ内の閉じ込め事故等

の発生が懸念されることから、地震時管制運転装置の設置の義務化や緊急地震速

報を利用した地震時管制運転装置の活用の検討等のエレベータの安全対策を推

進する。 

←大阪・梅田地区で出火に伴うパニックが発生した場合には、地下街だけでも滞留者のピー

ク時において約 50 名の死者が発生する可能性。 

エレベータ内に閉じ込められる人数は、上町断層帯の地震では住宅内で約 1,700 人、事務

所内で約 10,000 人、猿投－高浜断層帯の地震では住宅内で約 1,000人、事務所内で約 4,600

人と想定※5。 

ターミナル駅の被災により、上町断層帯の地震では約 20 名の死者が発生すると想定※6。 

   

５．ゼロメートル地帯の安全確保 

 中部圏・近畿圏の湾岸地域にはゼロメートル地帯が広く分布し、地震時に海岸

や河川の堤防等が損壊して浸水被害が発生する危険性があるほか、断層付近では

地盤が変位することにより、場所によってはゼロメートル地帯が拡大する可能性

があることから、堤防等の耐震点検を進め耐震化を図るとともに、水防体制の強

化を促進し、公的施設、民間ビル及びマンション等を避難対象施設として活用す

るための施設利用に関する管理者との協定締結を推進する。 

 ←上町断層帯の地震により地殻変動が生じた場合には、海抜※7 がマイナス 1ｍ以下となる範

囲の面積が約 3.2 倍、人口が約 3.4 倍に増加するおそれ。 

 

６．大阪湾、伊勢湾に集積する石油コンビナート地域及び周辺の安全確保 

 地震により石油コンビナート地域において危険物の漏洩や火災等が生じた場

合、周辺市街地への被害波及や環境汚染等の問題が生じるおそれがあることから、

危険度に関する情報開示、危険が察知されたときの施設関係者や周辺市街地の居

住者や鉄道、自動車等による移動者等に対する避難勧告等や誘導が的確に行われ

る体制を整備する。 

 ←上町断層帯の地震の場合、大阪市此花区や堺市等の臨海部において、漏洩約 20 施設、破損

等約 300 施設の被害が発生すると想定。猿投－高浜断層帯の地震の場合、名古屋市や東海
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市等の臨海部において、漏洩約 40 施設、破損等約 500 施設の被害が発生すると想定。 

 

７．中山間地等における孤立危険性の高い集落への対応 

 地震により、中山間地域の多くの集落が孤立する可能性があることから、衛星

携帯電話等の通信手段の確保、水・食料等の備蓄の促進、ヘリコプター離着陸適

地の確保等を進める。 

 ←例えば、中央構造線断層帯（金剛山地東縁-和泉山脈南縁）の地震では、約 50 集落（約 6,900

戸）が孤立すると想定。 

 

８．東西間交通の確保 

 大阪や名古屋周辺を通る新幹線や高速道路が寸断された場合、経済活動への支

障等多大な影響が予測されることから、交通インフラの耐震化や代替性の確保、

異なる交通手段間の接続性の向上を図る。 

 ←大阪や名古屋周辺を通る新幹線や高速道路が寸断された場合、上町断層帯の地震では、影

響人流量約 5,300 万人、影響額約 3.4 兆円、猿投-高浜断層帯の地震では、影響人流量約

6,600 万人、影響額約 3.9 兆円と推計※8。 

 

９．行政機能や経済機能の継続性の確保 

 国、地方公共団体等の防災関係機関は、災害時においても必要となる人員や資

機材等を必要な場所に的確に投入できるようにするため、業務継続計画の策定を

推進する。業務継続の実現に必要となる庁舎、病院、学校、ライフライン、イン

フラ施設の耐震性の現状を評価し、その結果を公表するとともに、早急な耐震化

を図る。 

 また、地震により企業活動が停止すると、その影響は各地に波及するおそれが

あることから、企業が事業継続計画を策定することが重要である。国は、事業継

続ガイドライン等の周知を図るとともに、企業の防災の取組を評価する手法を提

示し、その活用により自らの防災の取組を点検することを促進する。 

 

１０．相互連携による災害対応力の強化 

 広域かつ甚大な被害の発生が予測されるため、広域的な応急対応を円滑に実施

できる広域連携体制の確立が重要である。 

 被災者に対する罹災証明の発行に際して、地域間で格差が生じないよう、関係

行政機関の間で罹災証明の取扱等に関する広域間調整を行うしくみを整備する。

また、被災者が避難先においても支援を受け続けることができるよう、広域的な

被災者支援体制を整備する。 

広域的な活動を円滑に行うために、国、地方公共団体、その他の防災関係機関

及び関連事業者は、活用資機材の名称や規格、活用要員の呼称と能力要件、取り

扱う書類の様式等に関する標準化やそれをいかした支援アプリケーション類の

開発を進める。 

行政による公助だけでは対応に限界があることから、自主防災組織の育成・充

実や学校と地域との連携強化、企業による避難者や帰宅困難者等に対する支援体

制の整備を促進する。 



 

4 

 

１１．防災情報の見える化 

平常時の地域の災害リスク情報や飲食料・医薬品等の備蓄状況、発災時の各機

関の人員配置状況や防災用資機材等の保管場所、数量、輸送状況等に関する情報

等の共有を円滑に行うため、GIS ベースで共通の状況把握ができるようにすると

ともに、データ規格等の整備を進める。 

 

１２．地域防災力等の評価と公表 

地方公共団体、コミュニティ、企業等による防災対策への取り組みを促進する

ため、各主体の防災力を適切に評価するための評価指標や手法の開発を進めると

ともに、防災力の評価実施体制を整備する。 

 

 

その他 
 

・長周期地震動の卓越周期と深部地盤の固有周期について 

 本専門調査会では、場所により長周期地震動のどの周期が増幅されやすいのか

（卓越周期）を確認するため、中部圏・近畿圏の深部地盤の固有周期を調査する

とともに、東日本及び中国、四国、九州も含めた深部地盤の固有周期の点検・修

正を行い、今回初めて全国の深部地盤の固有周期の分布図を作成した。深部地盤

の固有周期の長いところでは、長周期地震動の振幅が大きくなり、継続時間が長

くなることに注意が必要である。 

 
※1) 本専門調査会における公表経緯 

 ・平成 18 年 12 月 7 日：想定震度分布の公表 

 ・平成 19 年 11 月 1 日：建物被害、死者数等の推計結果の公表 

・平成 20 年 2 月 18 日：文化遺産の被災可能性の公表 

・平成 20 年 5 月 14 日：経済、交通、ライフライン被害等の推計結果の公表 

・平成 20 年 8 月 1 日：上町断層帯による浸水可能性の評価結果の公表 

※2) 冬の昼 12 時、風速 15m/s のケース  

※3) 冬の朝 5時、風速 15m/s のケース 

※4) 平成 15 年 7 月 11 日に国土交通省から記者発表された密集市街地。 
※5) エレベータの利用状況がピーク時の場合。 

※6) 乗降者数がピークの朝 8時の場合。 

※7) 高さの基準は東京湾平均海面（T.P.±0m）   

※8) 6 ヶ月での復旧を仮定した場合  

 

 

○ 本資料につきましては、内閣府防災情報内の中部圏・近畿圏直下地震対策のページ

（http://www.bousai.go.jp/jishin/chubou/nankai/index_chukin.html）で公表して

おります。 
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 ＜連絡・問い合わせ先＞ 
内閣府防災担当 地震・火山対策担当参事官  池 内 幸 司 
                      同企画官  安 田 吾 郎 
                      同参事官補佐  佐 藤 豊 
〒100-8969 東京都千代田区霞ヶ関 1-2-2 中央合同庁舎 5号館 3階 

    TEL : 03 – 3501 – 5693（直通）  FAX : 03 – 3501 - 5199 


